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平成平成平成平成１１１１９９９９年度年度年度年度「「「「環境環境環境環境にやさしいにやさしいにやさしいにやさしい企業行動調査企業行動調査企業行動調査企業行動調査」」」」結果結果結果結果のののの概要概要概要概要    

 

調査調査調査調査のののの目的目的目的目的                                                                                                                                                                    

 

本調査は、わが国の企業において環境に配慮した行動が定着し、環境保全に向けた取組が効果的に進め

られるよう、その実態を的確かつ継続的に把握し、これを評価し、その成果を普及させていくことを目的

として実施した。 

 

調査対象調査対象調査対象調査対象・・・・調査方法調査方法調査方法調査方法                                                                                                                                                    

 

東京、大阪、名古屋の各証券取引所の１部、２部上場企業2,516 社及び従業員数500人以上の非上場企

業等3,968 社、合計6,484 社を対象とし、各社の平成19年度における取組について平成20年 7月にアン

ケート調査を実施した。 

○調査期間 平成 20年 7月 7日（月）～平成20年 7月 31日（木） 

○調査対象 ①東京、大阪及び名古屋証券取引所１部及び２部上場企業 2,516 社 

②従業員500人以上の非上場企業及び事業所        3,968 社 

合       計                   6,484 社 

※従業員500人以上の非上場企業及び事業所には、上記①以外の証券取引所上場企業、生協、農協、医療

法人、公益法人等は含まれるが、学校法人、宗教法人、一部の組合(企業組合、商工組合等)は、調査対

象から外した。以下この報告書では便宜上、上記①を「上場企業」、②を「非上場企業」とする。 

 

○有効回答数：上  場  企  業：1,151社｛回収率：45.7％、（18年度41.4％）｝ 

非 上 場 企 業 等：1,668 社｛回収率：42.0％、（18年度 42.9％）｝ 

合       計：2,819 社｛回収率：43.5％、（18年度 42.3％）｝ 

なお､平成 8年度からの有効回答数､回収率の推移は図1のとおり｡ 

図図図図1111 ::::有効回答数有効回答数有効回答数有効回答数とととと回収率回収率回収率回収率のののの推移推移推移推移
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調調調調査項目査項目査項目査項目                                                                                                                                                                 

 

（１）環境に関する取組状況等について···················································· 1 

（２）環境マネジメントシステム等の監査、認証等について·································· 2 

（３）子会社、取引先との関係について···················································· 3 

（４）環境会計について·································································· 4 

（５）環境に関する情報開示、コミュニケーションについて·································· 5 

（６）環境ビジネスについて······························································ 7 

（７）地球温暖化防止対策について························································ 8 

（８）生物多様性の保全について·························································· 9 

 

 

 

平成 19年度環境にやさしい企業行動調査の詳細データは詳細版としてまとめています。 

タイトルの後に表記している括弧書きは詳細版の該当設問番号及びページ番号に対応しています。平成19

年度の詳細版は、http://www.env.go.jp/policy/j-hiroba/kigyo/index.htmlからご覧いただけます。 
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図図図図２２２２：：：：環境環境環境環境へのへのへのへの取組取組取組取組とととと企業活動企業活動企業活動企業活動のありのありのありのあり方方方方 

調査結果調査結果調査結果調査結果のののの概要概要概要概要                                                                                                                                                        

（（（（１１１１））））環境環境環境環境にににに関関関関するするするする取組状況等取組状況等取組状況等取組状況等についてについてについてについて                                                                                                                                        

①①①①    環境環境環境環境へのへのへのへの取組取組取組取組とととと企業活動企業活動企業活動企業活動のありのありのありのあり方方方方についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版２２２２－－－－１１１１<P.5><P.5><P.5><P.5>】】】】    

環境への取組と企業活動のあり方

については、「企業の社会的責任（Ｃ

ＳＲ、社会貢献を含む）の一つである」

と回答した企業等が最も高く 82.6％

である。「ビジネスチャンス」、「法

規制をクリアするレベル」、「業績を

左右する戦略の一つ」、「関連がない」

との回答は 10％以下である（図 2）。 

 

 

 

  

②②②②    環境環境環境環境にににに関関関関するするするする経営方針経営方針経営方針経営方針のののの制定制定制定制定についてについてについてについて    【【【【詳細詳細詳細詳細版版版版２２２２－－－－２２２２<P.<P.<P.<P.10101010>>>>】】】】    

環境に関する経営方針の制定につい

ては、「制定している」が全体の 75％以

上を占めている。また、「制定に向けて

現在検討している」との回答も前年度よ

り僅かながら増加している（図 3）。 

 

 

 

  

      

③③③③    環境保全環境保全環境保全環境保全にににに関関関関してしてしてして実施実施実施実施しているしているしているしている取組取組取組取組についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版２２２２－－－－４４４４<P.<P.<P.<P.20202020>>>>】】】】    

環境保全に関する具体的な目標を

設定していると回答した2,255社にお

ける、取組内容は図4のとおりである。

「印刷、コピー、事務用品等の削減」

が最も多く、9 割近くの企業で行われ

ている。次いで、「省エネルギー、省

資源の推進」の89.6％、「オフィス廃

棄物の発生抑制、リサイクルの推進」

の85.4％、「クール・ビズの実施」の

83.4％などとなっている。 
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図図図図３３３３：：：：環境環境環境環境にににに関関関関するするするする経営方針経営方針経営方針経営方針のののの制定状況制定状況制定状況制定状況    

図図図図４４４４: : : : 環境保全環境保全環境保全環境保全にににに関関関関してしてしてして実施実施実施実施しているしているしているしている取組取組取組取組    

（（（（上位上位上位上位 10101010 項目項目項目項目：：：：複数回答複数回答複数回答複数回答）））） 

8 5 . 48 5 . 48 5 . 48 5 . 4

83 . 483 . 483 . 483 . 4

8 2 . 38 2 . 38 2 . 38 2 . 3

8 1 . 38 1 . 38 1 . 38 1 . 3

79 . 179 . 179 . 179 . 1

7 4 . 07 4 . 07 4 . 07 4 . 0

6 8 . 86 8 . 86 8 . 86 8 . 8

62 . 062 . 062 . 062 . 0

8 9 . 68 9 . 68 9 . 68 9 . 6

8 9 . 98 9 . 98 9 . 98 9 . 9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

印刷印刷印刷印刷、、、、コピーコピーコピーコピー、、、、事務用品等事務用品等事務用品等事務用品等のののの削減削減削減削減

省省省省エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー、、、、省資源省資源省資源省資源のののの推進推進推進推進

オフィスオフィスオフィスオフィス廃棄物廃棄物廃棄物廃棄物のののの発生抑制発生抑制発生抑制発生抑制、、、、リサイクルリサイクルリサイクルリサイクルのののの推進推進推進推進

クールクールクールクール・・・・ビズビズビズビズ運動運動運動運動のののの実施実施実施実施

産業廃棄物産業廃棄物産業廃棄物産業廃棄物のののの発生抑制発生抑制発生抑制発生抑制、、、、リサイクルリサイクルリサイクルリサイクルのののの推進推進推進推進

従業員従業員従業員従業員にににに対対対対するするするする環境教育環境教育環境教育環境教育のののの実施実施実施実施

社内環境管理体制社内環境管理体制社内環境管理体制社内環境管理体制のののの整備整備整備整備

二酸化炭素排出量削減二酸化炭素排出量削減二酸化炭素排出量削減二酸化炭素排出量削減

エコドライブエコドライブエコドライブエコドライブのののの普及普及普及普及・・・・推進推進推進推進

廃製品廃製品廃製品廃製品、、、、容器包装等容器包装等容器包装等容器包装等のののの回収回収回収回収、、、、リサイクルリサイクルリサイクルリサイクルのののの推進推進推進推進

N=2 ,2 55N=2 ,2 55N=2 ,2 55N=2 ,2 55



 

2 

④④④④    把握把握把握把握しているしているしているしている環境負荷環境負荷環境負荷環境負荷データデータデータデータのののの種類種類種類種類【【【【詳細詳細詳細詳細版版版版２２２２－－－－５５５５<P.<P.<P.<P.22227>7>7>7>】】】】    

企業で把握している環境負荷デー

タについては、「紙の使用量」が75.7％

と最も多く、次いで、「廃棄物等総排

出量」の72.0％、「総エネルギー投入

量」の56.8％、「温室効果ガス排出量」

の50.6％、「水資源投入量」の50.2％

などとなっている（図5）。 

 

 

 

 

 

 

⑤⑤⑤⑤    環境保全環境保全環境保全環境保全のためののためののためののための部署又部署又部署又部署又はははは担当者担当者担当者担当者のののの設置設置設置設置についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版２２２２－－－－６６６６<P.<P.<P.<P.28282828>>>>】】】】    

「環境保全のために部署を設置し

ている（CSR 担当部署における環境取

組のケースも含む）」企業は、全体の

半数以上である54.0％である。「部署

はないが専任もしくは兼任の担当者

を設置している」企業も30％以上にの

ぼる。一方、「部署も担当者も設置し

ていない」企業は13.4％であった（図

6）。    

 

 

（（（（２２２２））））環境環境環境環境マネジメントシステムマネジメントシステムマネジメントシステムマネジメントシステム等等等等のののの監査監査監査監査、、、、認証等認証等認証等認証等ついてついてついてついて                                                                                                        

①①①①    ISO14001ISO14001ISO14001ISO14001 のののの認証取得状況認証取得状況認証取得状況認証取得状況    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版３３３３－－－－１１１１<P.<P.<P.<P.37373737>>>>】】】】    

環境マネジメントシステムの国際

規格である ISO（国際標準化機構）

14001 については、「既に認証を取得

した（一部事業所での認証も含む）と

回答した企業の割合は、上場企業で

75.9％、非上場企業で57.7％となって

いる。取得社数は上場企業で 874 社、

非上場企業で 963 社であり、平成 18

年度の上場企業912社、非上場企業968

社に比べて若干減少している（図7）。 
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図図図図５５５５：：：：把握把握把握把握しているしているしているしている環境負荷環境負荷環境負荷環境負荷データデータデータデータのののの種類種類種類種類    

（（（（上位上位上位上位１０１０１０１０項目項目項目項目：：：：複数回答複数回答複数回答複数回答）））） 

図図図図６６６６：：：：環境保全環境保全環境保全環境保全のためののためののためののための部署部署部署部署・・・・担当者担当者担当者担当者のののの設設設設置状況置状況置状況置状況    

（（（（隔年調査隔年調査隔年調査隔年調査）））） 

図図図図７７７７：：：：ISO14001ISO14001ISO14001ISO14001 のののの認証取得状況認証取得状況認証取得状況認証取得状況 
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温室効果温室効果温室効果温室効果ガスガスガスガス排出量排出量排出量排出量

水資源投入量水資源投入量水資源投入量水資源投入量

廃棄物最終処分量廃棄物最終処分量廃棄物最終処分量廃棄物最終処分量

化学物質排出量化学物質排出量化学物質排出量化学物質排出量・・・・移動量移動量移動量移動量

総排水量総排水量総排水量総排水量

総製品生産量総製品生産量総製品生産量総製品生産量またはまたはまたはまたは総製品販売量総製品販売量総製品販売量総製品販売量

総物質投入量総物質投入量総物質投入量総物質投入量

N=2 ,8 19N=2 ,8 19N=2 ,8 19N=2 ,8 19

52 .452 .452 .452 .4

4 .64 .64 .64 .6 2 7 .62 7 .62 7 .62 7 .6 13 .413 .413 .413 .454 .054 .054 .054 .0

6 .36 .36 .36 .3 24 .724 .724 .724 .7 14 .114 .114 .114 .1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=2 ,819 )(N= 2 ,819 )(N= 2 ,819 )(N= 2 ,819 )

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度
(N=2 ,691 )(N= 2 ,691 )(N= 2 ,691 )(N= 2 ,691 )

部署部署部署部署をををを設置設置設置設置 部署部署部署部署はなくはなくはなくはなく、、、、専任専任専任専任のののの担当者担当者担当者担当者をををを設置設置設置設置
部署部署部署部署はなくはなくはなくはなく、、、、兼任兼任兼任兼任のののの担当者担当者担当者担当者をををを設置設置設置設置 部署部署部署部署もももも担当者担当者担当者担当者もももも設置設置設置設置していないしていないしていないしていない
そのそのそのその他他他他 回答回答回答回答なしなしなしなし



 

3 

②②②②    ISO14001ISO14001ISO14001ISO14001 のののの認証取得認証取得認証取得認証取得によるによるによるによる具体的具体的具体的具体的なななな効果効果効果効果についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版３３３３－－－－２２２２<P.<P.<P.<P.42424242>>>>】】】】    

ISO14001規格を認証取得した1,837

社における、取得による具体的な効果

については図8のとおりである。「社

員の意思統一が図られ、環境意識の向

上につながった」との回答が85.5％と

最も高く、次いで、「目標管理の徹底

による環境負荷低減」の84.5％、「省

資源・省エネルギー等によるコスト削

減」の68.5％となっている。「認証に

かかる費用の割にメリットがない」と

の回答は 4.5％であり、多くの企業で

ISO14001 認証取得による具体的な効

果があったことがうかがえる。 

（（（（３３３３））））子会社子会社子会社子会社、、、、取引先取引先取引先取引先とのとのとのとの関係関係関係関係にににについてついてついてついて                                                                                                                                    

①①①①    子会社子会社子会社子会社のののの環境配慮環境配慮環境配慮環境配慮のののの取組取組取組取組にににに関関関関するするするする指導指導指導指導のののの状況状況状況状況    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版４４４４－－－－１１１１<P.48<P.48<P.48<P.48>>>>】】】】    

子会社に対して自社の環境方針と

合致するような環境配慮の取組に関

する指導又は要請については、「子会

社はない」と回答した企業等を除く

2,137 社の中で、「行っている」又は

「主要な子会社のみ行っている」と回

答した企業等の割合は64.4％と、全体

の半数以上に及ぶ。「検討中」が13.9％

である一方、「検討していない」企業

は20.8％であった（図9）。 

    

②②②②    グリーングリーングリーングリーン購入購入購入購入のののの取組取組取組取組状況状況状況状況についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版４４４４－－－－３３３３<P.58<P.58<P.58<P.58>>>>】】】】    

グリーン購入については、「環境に

関するガイドラインを作成し選定」が

29.1％、「業界団体で作成したガイド

ラインを活用し選定」が 8.8％、「ガ

イドライン等は活用していないが環

境配慮を考慮」の回答は35.4％であり、

7 割以上の企業が環境に配慮した購入

を行っていた。（図10）。 

 

 

 

 

48 .448 .448 .448 .4

4 5 .54 5 .54 5 .54 5 .5

4 2 .94 2 .94 2 .94 2 .9

16 .016 .016 .016 .0

17 .917 .917 .917 .9

17 .217 .217 .217 .2

13 .913 .913 .913 .9

1 4 .91 4 .91 4 .91 4 .9

17 .617 .617 .617 .6

20 .620 .620 .620 .6

2 1 .12 1 .12 1 .12 1 .1

2 0 .22 0 .22 0 .22 0 .2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=2 ,1 37 )(N=2 ,1 37 )(N=2 ,1 37 )(N=2 ,1 37 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=2 ,1 62 )(N=2 ,1 62 )(N=2 ,1 62 )(N=2 ,1 62 )

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度
(N=2 ,1 26 )(N=2 ,1 26 )(N=2 ,1 26 )(N=2 ,1 26 )

実施実施実施実施しているしているしているしている 主要主要主要主要なななな子会社子会社子会社子会社のみのみのみのみ実施実施実施実施 検討中検討中検討中検討中 検討検討検討検討していないしていないしていないしていない 回答回答回答回答なしなしなしなし

図図図図８８８８：：：：ISO14001ISO14001ISO14001ISO14001 のののの認証取得認証取得認証取得認証取得によるによるによるによる効果効果効果効果（（（（複数回答複数回答複数回答複数回答）））） 

図図図図９９９９：：：：子会社子会社子会社子会社のののの環境配慮環境配慮環境配慮環境配慮のののの取組取組取組取組にににに関関関関するするするする指導指導指導指導のののの状況状況状況状況 

図図図図１０１０１０１０：：：：グリーングリーングリーングリーン購入購入購入購入のののの取組状況取組状況取組状況取組状況 

8 4 . 58 4 . 58 4 . 58 4 . 5

6 1 .76 1 .76 1 .76 1 .7

4 7 .04 7 .04 7 .04 7 .0

2 8 . 52 8 . 52 8 . 52 8 . 5

4 .54 .54 .54 .5

8 5 . 58 5 . 58 5 . 58 5 . 5

6 8 . 56 8 . 56 8 . 56 8 . 5

1 . 81 . 81 . 81 . 8

0 . 00 . 00 . 00 . 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社員社員社員社員のののの意思統一意思統一意思統一意思統一によるによるによるによる、、、、環境意識環境意識環境意識環境意識のののの向上向上向上向上

目標管理目標管理目標管理目標管理のののの徹底徹底徹底徹底によるによるによるによる環境負荷低減環境負荷低減環境負荷低減環境負荷低減

省資源省資源省資源省資源・・・・省省省省エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー等等等等によるによるによるによるコストコストコストコストのののの削減削減削減削減

対外的信用対外的信用対外的信用対外的信用のののの向上向上向上向上

内部内部内部内部、、、、外部外部外部外部ののののコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションがががが円滑円滑円滑円滑になったになったになったになった

組織組織組織組織ののののブランドブランドブランドブランド価値向上価値向上価値向上価値向上

メリットメリットメリットメリットがなかったがなかったがなかったがなかった

そのそのそのその他他他他

回答回答回答回答なしなしなしなし

N=1 ,8 3 7N=1 ,8 3 7N=1 ,8 3 7N=1 ,8 3 7

29 .12 9 .12 9 .12 9 .1 8 .88 .88 .88 .8 35 .435 .435 .435 .4 11 .611 .611 .611 .6 1 2 .21 2 .21 2 .21 2 .2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=2 ,8 19 )(N =2 ,8 19 )(N =2 ,8 19 )(N =2 ,8 19 )

ガイドラインガイドラインガイドラインガイドライン等等等等をををを作成作成作成作成しししし選定選定選定選定

業界団体業界団体業界団体業界団体でででで作成作成作成作成したしたしたしたガイドラインガイドラインガイドラインガイドライン等等等等をををを活用活用活用活用しししし選定選定選定選定

ガイドラインガイドラインガイドラインガイドライン等等等等はははは活用活用活用活用していないがしていないがしていないがしていないが環境配慮環境配慮環境配慮環境配慮をををを考慮考慮考慮考慮

環境配慮環境配慮環境配慮環境配慮をををを考慮考慮考慮考慮したしたしたした選定実施選定実施選定実施選定実施をををを検討中検討中検討中検討中（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度よりよりよりより新設新設新設新設））））

環境配慮環境配慮環境配慮環境配慮をををを考慮考慮考慮考慮したしたしたした選定実施選定実施選定実施選定実施はははは検討検討検討検討していないしていないしていないしていない（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度よりよりよりより新設新設新設新設））））

そのそのそのその他他他他

回答回答回答回答なしなしなしなし



 

4 

（（（（４４４４））））環境会計環境会計環境会計環境会計についてについてについてについて                                                                                                                                                                

①①①①    環境環境環境環境会計導入状況会計導入状況会計導入状況会計導入状況のののの推移推移推移推移    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版５５５５－－－－１１１１<P.<P.<P.<P.63636363>>>>】】】】    

環境会計の導入状況については、

「既に導入している」と回答した企業

が 27.0％と昨年度よりわずかながら

減少している。さらに、「導入を検討

している」との回答が12.2％の一方で、

「検討していない」と回答した企業が

半数以上となっている。また、1 割弱

の企業が「環境会計自体を知らない」

と回答している（図11）。 

    

    

上場、非上場別でみると、非上場企業に比べて上場企業の方が「既に導入している」、「検討中」とも

に多くなっており、「検討していない」の回答が少なくなっている。また、「環境会計自体を知らない」

との回答は、上場企業の3.7％に比べて非上場企業で12.9％と高くなっている（図12,13）。 

    

            

         

 

    

    

    

    

    

    

    

    

平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度
件数 298 355 393 416 455 453 428
％ 23.1 26.8 31.8 36.9 37.5 39.8 37.2
件数 193 218 268 296 335 366 333
％ 12.0 13.3 17.2 21.2 22.7 22.4 20.0
件数 491 573 661 712 790 819 761
％ 16.9 19.3 23.6 28.2 29.4 29.5 27.0

上場

非上場

合計
    

※ ％は各年度の有効回答数に対する割合 

 

 

 

27 .027 .027 .027 .0

29 .529 .529 .529 .5

29 .429 .429 .429 .4

12 .212 .212 .212 .2

13 .113 .113 .113 .1

1 3 .71 3 .71 3 .71 3 .7

51 .051 .051 .051 .0 9 .29 .29 .29 .2

48 .248 .248 .248 .2

47 .247 .247 .247 .2

8 .38 .38 .38 .3

8 .78 .78 .78 .7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=2 ,8 19 )(N= 2 ,8 19 )(N= 2 ,8 19 )(N= 2 ,8 19 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=2 ,7 74 )(N= 2 ,7 74 )(N= 2 ,7 74 )(N= 2 ,7 74 )

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度
(N=2 ,6 91 )(N= 2 ,6 91 )(N= 2 ,6 91 )(N= 2 ,6 91 )

既既既既にににに導入導入導入導入 検討中検討中検討中検討中 検討検討検討検討していないしていないしていないしていない
（（（（平成平成平成平成19191 91 9年度年度年度年度よりよりよりより新設新設新設新設））））

導入導入導入導入していないしていないしていないしていない
（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度からからからから削除削除削除削除））））

環境会計環境会計環境会計環境会計をををを知知知知らないらないらないらない 回答回答回答回答なしなしなしなし

図図図図１１１１１１１１：：：：環境会計環境会計環境会計環境会計のののの導入状況導入状況導入状況導入状況 

表表表表１１１１：：：：環境環境環境環境会計会計会計会計のののの導入企業数及導入企業数及導入企業数及導入企業数及びそのびそのびそのびその割合割合割合割合 

図図図図１２１２１２１２：：：：環境会計環境会計環境会計環境会計のののの導入状況導入状況導入状況導入状況（（（（上場企業上場企業上場企業上場企業）））） 図図図図１３１３１３１３：：：：環境会計環境会計環境会計環境会計のののの導入状況導入状況導入状況導入状況（（（（非上場企業非上場企業非上場企業非上場企業）））） 

37 .237 .237 .237 .2

39 .839 .839 .839 .8

37 .537 .537 .537 .5

1 4 .21 4 .21 4 .21 4 .2

15 .315 .315 .315 .3

1 4 .31 4 .31 4 .31 4 .3

4 4 .04 4 .04 4 .04 4 .0 3 .73 .73 .73 .7

4 0 .94 0 .94 0 .94 0 .9

43 .843 .843 .843 .8

3 .13 .13 .13 .1

3 .53 .53 .53 .5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=1 ,1 5 1 )(N=1 ,1 5 1 )(N=1 ,1 5 1 )(N=1 ,1 5 1 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=1 ,1 3 8 )(N=1 ,1 3 8 )(N=1 ,1 3 8 )(N=1 ,1 3 8 )

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度
(N=1 ,2 1 3 )(N=1 ,2 1 3 )(N=1 ,2 1 3 )(N=1 ,2 1 3 )

既既既既にににに導入導入導入導入 検討中検討中検討中検討中 検討検討検討検討していないしていないしていないしていない
（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度よりよりよりより新設新設新設新設））））

導入導入導入導入していないしていないしていないしていない
（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度からからからから削除削除削除削除））））

環境会計環境会計環境会計環境会計をををを知知知知らないらないらないらない 回答回答回答回答なしなしなしなし

20 .020 .020 .020 .0

22 .422 .422 .422 .4

2 2 .72 2 .72 2 .72 2 .7

1 0 .91 0 .91 0 .91 0 .9

11 .611 .611 .611 .6

1 3 .21 3 .21 3 .21 3 .2

5 5 .85 5 .85 5 .85 5 .8 1 2 .91 2 .91 2 .91 2 .9

5 0 .05 0 .05 0 .05 0 .0

53 .253 .253 .253 .2

13 .113 .113 .113 .1

1 2 .01 2 .01 2 .01 2 .0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=1 ,66 8 )(N=1 ,66 8 )(N=1 ,66 8 )(N=1 ,66 8 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=1 ,63 6 )(N=1 ,63 6 )(N=1 ,63 6 )(N=1 ,63 6 )

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度
(N=1 ,47 8 )(N=1 ,47 8 )(N=1 ,47 8 )(N=1 ,47 8 )

既既既既にににに導入導入導入導入 検討中検討中検討中検討中 検討検討検討検討していないしていないしていないしていない
（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度よりよりよりより新設新設新設新設））））

導入導入導入導入していないしていないしていないしていない
（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度からからからから削除削除削除削除））））

環境会計環境会計環境会計環境会計をををを知知知知らないらないらないらない 回答回答回答回答なしなしなしなし
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（（（（５５５５））））環境環境環境環境にににに関関関関するするするする情報開示情報開示情報開示情報開示、、、、コミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションについてについてについてについて                                                                                        

①①①①    環境環境環境環境配慮促進法配慮促進法配慮促進法配慮促進法とそのとそのとそのとその内容内容内容内容のののの認知認知認知認知についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版６６６６－－－－１１１１<P.7<P.7<P.7<P.70000>>>>】】】】    

平成 17 年 4 月から施行されている

環境配慮促進法について、「存在及び

内容を知っている」と回答した企業は

47.7％と昨年よりも 15％減少してい

る。「存在は知っているが内容は知ら

ない」との回答は32.5％と昨年度より

7％増加している一方で、「存在を知

らなかった」との回答も2割近くに及

び、昨年度よりも増加している（図14）。 

 

 

②②②②    環境環境環境環境にににに関関関関するするするするデータデータデータデータ、、、、取組等取組等取組等取組等のののの情報公開情報公開情報公開情報公開についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版６６６６－－－－２２２２<P.75<P.75<P.75<P.75>>>>】】】】    

環境、取組等に関するデータの公開

状況については、「一般に公開してい

る」と回答した企業が49.9％と半数近

くに及んでいる。一方で、「公開して

いない」と回答した企業も41.6％と同

じ位の割合で見られる。また、「一部

を対象に公開」と回答した企業は

8.0％となっている（図15）。 

    

    

    

③③③③    環境報告書環境報告書環境報告書環境報告書のののの作成作成作成作成・・・・公表公表公表公表のののの状況状況状況状況についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版６６６６－－－－５５５５<P.82<P.82<P.82<P.82>>>>】】】】    

環境報告書の作成・公表の状況につ

いては、有効回答数2,819社のうち「環

境報告書（CSR 報告書、持続可能性報

告書等の一部も含む）を作成・公表し

ている」と回答した企業が35.9％と昨

年より約2％、38社減少している（図

16）。 
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平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=2 ,81 9 )(N=2 ,81 9 )(N=2 ,81 9 )(N=2 ,81 9 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=2 ,77 4 )(N=2 ,77 4 )(N=2 ,77 4 )(N=2 ,77 4 )

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度
(N=2 ,69 1 )(N=2 ,69 1 )(N=2 ,69 1 )(N=2 ,69 1 )

一般一般一般一般にににに公開公開公開公開 一部一部一部一部をををを対象対象対象対象にににに公開公開公開公開 公開公開公開公開していないしていないしていないしていない 回答回答回答回答なしなしなしなし
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12 .812 .812 .812 .8

11 .611 .611 .611 .6
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平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=2 ,81 9 )(N=2 ,81 9 )(N=2 ,81 9 )(N=2 ,81 9 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=2 ,77 4 )(N=2 ,77 4 )(N=2 ,77 4 )(N=2 ,77 4 )

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度
(N=2 ,69 1 )(N=2 ,69 1 )(N=2 ,69 1 )(N=2 ,69 1 )

存在存在存在存在・・・・内容内容内容内容をををを知知知知っているっているっているっている 存在存在存在存在はははは知知知知っているがっているがっているがっているが、、、、内容内容内容内容はははは知知知知らないらないらないらない

存在存在存在存在をををを知知知知らなかったらなかったらなかったらなかった 回答回答回答回答なしなしなしなし

図図図図１４１４１４１４：：：：環境配慮促進法環境配慮促進法環境配慮促進法環境配慮促進法のののの認知状況認知状況認知状況認知状況 

図図図図１６１６１６１６：：：：環境報告書作成企業数環境報告書作成企業数環境報告書作成企業数環境報告書作成企業数のののの推移推移推移推移 

図図図図１５１５１５１５：：：：環境環境環境環境にににに関関関関するするするする情報情報情報情報のののの公開状況公開状況公開状況公開状況 
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また、②環境や取組等の情報を公開していると回答した上場企業790社、非上場企業841社別でみると、

「環境報告書（CSR報告書、持続可能性報告書等の一部も含む）を作成・公表している」と回答した企業が

非上場企業の 53.3%に比べて上場企業では 71.1％と多くなっている。一方で「作成していない」と回答し

た企業も非上場企業に比べて上場企業では少なくなっている（図17,18）。 

    

            

         

 

    

    

    

    

    

    

    

平成13年度平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度 平成19年度
件数 386 450 478 510 570 590 562
％ 29.9 34.0 38.7 45.3 47.0 51.8 48.9
件数 193 200 265 291 363 459 449
％ 12.0 12.2 17.0 20.8 24.6 28.0 26.9
件数 579 650 743 801 933 1049 1011
％ 20.0 21.9 26.6 31.7 34.7 37.8 35.9

上場

非上場

合計
 

※ ％は各年度の有効回答数に対する割合    

④④④④    環境報告書環境報告書環境報告書環境報告書のののの信頼性向上信頼性向上信頼性向上信頼性向上のののの手段手段手段手段についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版６６６６－－－－８８８８<P.<P.<P.<P.92929292>>>>】】】】    

環境報告書を作成していると回答

した1,011 社における、環境報告書の

信頼性向上のための手段については、

「第三者機関等からコメントを受け

ている」と回答した企業が最も多く、

全体の3割近くになっている。次いで、

「第三者機関等による審査」の17.7％、

「作成部署とは別の部署による内部

審査」の16.0％となっている（図19）。 

 

 

 

 

 

 

 

図図図図１７１７１７１７：：：：環境報告書環境報告書環境報告書環境報告書のののの作成状況作成状況作成状況作成状況（（（（上場企業上場企業上場企業上場企業）））） 図図図図１８１８１８１８：：：：環境報告書環境報告書環境報告書環境報告書のののの作成作成作成作成状況状況状況状況（（（（非上場企業非上場企業非上場企業非上場企業）））） 

表表表表２２２２：：：：環境環境環境環境報告書報告書報告書報告書をををを作成作成作成作成・・・・公表公表公表公表しているしているしているしている企業数及企業数及企業数及企業数及びそのびそのびそのびその割合割合割合割合 

図図図図１９１９１９１９：：：：環境報告書環境報告書環境報告書環境報告書のののの信頼性向上信頼性向上信頼性向上信頼性向上のののの手段手段手段手段についてについてについてについて    

（（（（複数回答複数回答複数回答複数回答）））） 

73 .27 3 .27 3 .27 3 .2

6 7 .96 7 .96 7 .96 7 .9

3 9 .13 9 .13 9 .13 9 .1 3 2 .03 2 .03 2 .03 2 .0 2 3 .52 3 .52 3 .52 3 .5
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2 .22 .22 .22 .2
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平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=790 )(N =790 )(N =790 )(N =790 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=806 )(N =806 )(N =806 )(N =806 )

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度
(N=840 )(N =840 )(N =840 )(N =840 )

作成作成作成作成・・・・公表公表公表公表しているしているしているしている
（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度からからからから削除削除削除削除））））

環境報告書環境報告書環境報告書環境報告書をををを作成作成作成作成・・・・公表公表公表公表
（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度よりよりよりより新設新設新設新設））））

CSRCSRCSRCSR報告書等報告書等報告書等報告書等のののの一部一部一部一部としてとしてとしてとして作成作成作成作成
（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度よりよりよりより新設新設新設新設））））

来年来年来年来年はははは作成作成作成作成・・・・公表予定公表予定公表予定公表予定

CSRCSRCSRCSR報告書等報告書等報告書等報告書等のののの一部一部一部一部としてとしてとしてとして来年来年来年来年はははは作成作成作成作成・・・・公表予定公表予定公表予定公表予定
（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度よりよりよりより新設新設新設新設））））

作成作成作成作成していないしていないしていないしていない

回答回答回答回答なしなしなしなし

54 .854 .854 .854 .8

4 8 .74 8 .74 8 .74 8 .7

3 6 .13 6 .13 6 .13 6 .1 17 .217 .217 .217 .2 39 .539 .539 .539 .5

3 8 .73 8 .73 8 .73 8 .7
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(N=841 )(N =841 )(N =841 )(N =841 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=838 )(N =838 )(N =838 )(N =838 )

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度
(N=745 )(N =745 )(N =745 )(N =745 )

作成作成作成作成・・・・公表公表公表公表しているしているしているしている
（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度からからからから削除削除削除削除））））

環境報告書環境報告書環境報告書環境報告書をををを作成作成作成作成・・・・公表公表公表公表
（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度よりよりよりより新設新設新設新設））））

CSRCSRCSRCSR報告書等報告書等報告書等報告書等のののの一部一部一部一部としてとしてとしてとして作成作成作成作成
（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度よりよりよりより新設新設新設新設））））

来年来年来年来年はははは作成作成作成作成・・・・公表予定公表予定公表予定公表予定

CSRCSRCSRCSR報告書等報告書等報告書等報告書等のののの一部一部一部一部としてとしてとしてとして来年来年来年来年はははは作成作成作成作成・・・・公表予定公表予定公表予定公表予定
（（（（平成平成平成平成19191919年度年度年度年度よりよりよりより新設新設新設新設））））

作成作成作成作成していないしていないしていないしていない

回答回答回答回答なしなしなしなし

18 .318 .318 .318 .3

12 .912 .912 .912 .9

17 .717 .717 .717 .7 5 .65 .65 .65 .6 8 .18 .18 .18 .1

8 .48 .48 .48 .4

7 .37 .37 .37 .3

29 .029 .029 .029 .0

27 .427 .427 .427 .4

2 2 .32 2 .32 2 .32 2 .3

27 .627 .627 .627 .6

2 7 .82 7 .82 7 .82 7 .8

2 8 .52 8 .52 8 .52 8 .5

6 .06 .06 .06 .0

6 .26 .26 .26 .2

4 .94 .94 .94 .9

1 6 .01 6 .01 6 .01 6 .0

16 .716 .716 .716 .7

14 .814 .814 .814 .8

4 .94 .94 .94 .9

7 .27 .27 .27 .2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=1 ,011 )(N=1 ,011 )(N=1 ,011 )(N=1 ,011 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=1 ,049 )(N=1 ,049 )(N=1 ,049 )(N=1 ,049 )

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度
(N=93 3 )(N= 93 3 )(N= 93 3 )(N= 93 3 )

内部審査内部審査内部審査内部審査をををを実施実施実施実施 第三者機関等第三者機関等第三者機関等第三者機関等によるによるによるによる審査審査審査審査

内部審査内部審査内部審査内部審査のののの実施実施実施実施をををを検討検討検討検討しているしているしているしている 第三者機関等第三者機関等第三者機関等第三者機関等によるによるによるによる審査審査審査審査をををを検討検討検討検討しているしているしているしている

第三者機関等第三者機関等第三者機関等第三者機関等からのからのからのからのコメントコメントコメントコメントをををを受受受受けているけているけているけている 審査審査審査審査をををを受受受受けるけるけるける予定予定予定予定はないはないはないはない

そのそのそのその他他他他 回答回答回答回答なしなしなしなし
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（（（（６６６６））））環境環境環境環境ビジネスビジネスビジネスビジネスについてについてについてについて                                                                                                                                                            

①①①①    環境環境環境環境ビジネスビジネスビジネスビジネスのののの位置付位置付位置付位置付けけけけについてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版７７７７－－－－１１１１<P.10<P.10<P.10<P.100000>>>>】】】】    

環境ビジネスについては、「既に事

業を展開、又はサービス等の提供を行

っている」と回答した企業が39.4％と

最も多くなっている。また、「今後取

り組みたい」、「取り組む予定はない」、

「よくわからない」がそれぞれ2割近

くあり、環境ビジネスに関しては企業

ごとに考えが異なることがうかがえ

る（図20）。 

 

②②②②    環境環境環境環境ビジネスビジネスビジネスビジネスのののの進展進展進展進展におけるにおけるにおけるにおける問題点問題点問題点問題点についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版７７７７－－－－２２２２<P.10<P.10<P.10<P.105555>>>>】】】】    

今後の環境ビジネスの進展におけ

る問題点については、「消費者等の意

識・関心がまだ低い」と「組織内での

アイデア・ノウハウ不足」が31.1％と

最も高い。次いで、「追加投資のリス

クが高い」の26.8％、「市場規模が分

からない」の25.2％となっている（図

21）。 

 

 

 

 

 

③③③③    環境環境環境環境ビジネスビジネスビジネスビジネスのののの進展進展進展進展ののののためにためにためにために行政行政行政行政にににに望望望望むむむむ支援支援支援支援についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版７７７７－－－－３３３３<P.106<P.106<P.106<P.106>>>>】】】】    

環境ビジネスの進展のために行政

に望む支援の具体的内容については、

「税制面での優遇措置」が60.3％と最

も高くなっている。次いで、「環境ビ

ジネスに関する情報の提供」の50.4％、

「消費者意識向上の為の啓発活動」の

44.9％となっている（図22）。 

 

 

 

 

 

 

 

39 .739 .739 .739 .7

3 9 .53 9 .53 9 .53 9 .5

4 .04 .04 .04 .0 18 .718 .718 .718 .7 18 .418 .418 .418 .43 9 .43 9 .43 9 .43 9 .4

4 .14 .14 .14 .1

3 .43 .43 .43 .4

1 9 .21 9 .21 9 .21 9 .2

18 .718 .718 .718 .7 1 8 .61 8 .61 8 .61 8 .6

18 .018 .018 .018 .0

1 8 .81 8 .81 8 .81 8 .8

18 .618 .618 .618 .6

17 .117 .117 .117 .1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=2 ,8 19 )(N= 2 ,8 19 )(N= 2 ,8 19 )(N= 2 ,8 19 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=2 ,7 74 )(N= 2 ,7 74 )(N= 2 ,7 74 )(N= 2 ,7 74 )

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度
(N=2 ,6 91 )(N= 2 ,6 91 )(N= 2 ,6 91 )(N= 2 ,6 91 )

既既既既にににに事業展開事業展開事業展開事業展開をしているをしているをしているをしている、、、、又又又又ははははサービスサービスサービスサービス ・・・・商品等商品等商品等商品等のののの提供提供提供提供をををを行行行行っているっているっているっている

今後今後今後今後、、、、事業展開事業展開事業展開事業展開をするをするをするをする、、、、又又又又ははははサービスサービスサービスサービス・・・・商品等商品等商品等商品等のののの提供提供提供提供をををを始始始始めるめるめるめる予定予定予定予定があるがあるがあるがある
現状現状現状現状ではではではでは何何何何もしていないがもしていないがもしていないがもしていないが、、、、今後取今後取今後取今後取りりりり組組組組みたいみたいみたいみたい

今後今後今後今後もももも取取取取りりりり組組組組むむむむ予定予定予定予定はないはないはないはない
よくわからないよくわからないよくわからないよくわからない

回答回答回答回答なしなしなしなし

図図図図２０２０２０２０：：：：環境環境環境環境ビジネスビジネスビジネスビジネスのののの位置付位置付位置付位置付けけけけ 

図図図図２１２１２１２１：：：：環境環境環境環境ビジネスビジネスビジネスビジネス進展進展進展進展におけるにおけるにおけるにおける問題点問題点問題点問題点    

（（（（複数回答複数回答複数回答複数回答）））） 

図図図図２２２２２２２２：：：：環境環境環境環境ビジネスビジネスビジネスビジネス進展進展進展進展のためにのためにのためにのために行政行政行政行政にににに望望望望むむむむ支援支援支援支援    

（（（（複数回答複数回答複数回答複数回答）））） 

3 1 . 13 1 . 13 1 . 13 1 . 1

2 5 .22 5 .22 5 .22 5 .2

2 3 .82 3 .82 3 .82 3 .8

2 0 . 52 0 . 52 0 . 52 0 . 5

1 2 . 71 2 . 71 2 . 71 2 . 7

7 . 47 . 47 . 47 . 4

2 . 22 . 22 . 22 . 2

1 9 . 01 9 . 01 9 . 01 9 . 0

3 1 . 13 1 . 13 1 . 13 1 . 1

2 6 . 82 6 . 82 6 . 82 6 . 8

7 . 87 . 87 . 87 . 8

7 . 07 . 07 . 07 . 0

0% 20% 40%

消費者等消費者等消費者等消費者等のののの意識意識意識意識・・・・関心関心関心関心がまだがまだがまだがまだ低低低低いいいい

組織内組織内組織内組織内でのでのでのでのアイデアアイデアアイデアアイデア・・・・ ノウハウノウハウノウハウノウハウがががが不足不足不足不足

追加投資追加投資追加投資追加投資をををを考考考考えるとえるとえるとえるとリスクリスクリスクリスクがががが高高高高いいいい

市場規模市場規模市場規模市場規模がががが分分分分からないからないからないからない

関連情報関連情報関連情報関連情報がががが十分十分十分十分にににに入手入手入手入手できないできないできないできない

現状現状現状現状のののの市場規模市場規模市場規模市場規模ではではではでは採算採算採算採算がががが合合合合わないわないわないわない

開発開発開発開発やややや販売販売販売販売にににに当当当当りりりり、、、、国等国等国等国等のののの支援支援支援支援がががが十分十分十分十分にないにないにないにない

経営資源経営資源経営資源経営資源にににに余裕余裕余裕余裕がないがないがないがない

製品等製品等製品等製品等がががが消費者消費者消費者消費者ややややユーザーユーザーユーザーユーザーにににに信頼信頼信頼信頼してもらえないしてもらえないしてもらえないしてもらえない

特特特特にににに問題問題問題問題はないはないはないはない

そのそのそのその他他他他

回答回答回答回答なしなしなしなし

N=2 ,2 6 8N=2 ,2 6 8N=2 ,2 6 8N=2 ,2 6 8

5 0 . 45 0 . 45 0 . 45 0 . 4

2 5 .62 5 .62 5 .62 5 .6

2 3 .62 3 .62 3 .62 3 .6

2 2 . 92 2 . 92 2 . 92 2 . 9

4 .34 .34 .34 .3

3 . 63 . 63 . 63 . 6

1 6 .41 6 .41 6 .41 6 .4

1 8 . 51 8 . 51 8 . 51 8 . 5

4 4 .94 4 .94 4 .94 4 .9

6 0 .36 0 .36 0 .36 0 .3

1 8 . 81 8 . 81 8 . 81 8 . 8

0% 20% 40% 60% 80%

税制面税制面税制面税制面でのでのでのでの優遇措置優遇措置優遇措置優遇措置

環境環境環境環境ビジネスビジネスビジネスビジネスにににに関関関関するするするする情報情報情報情報のののの提供提供提供提供

消費者消費者消費者消費者・・・・ユーザーユーザーユーザーユーザーのののの意識向上意識向上意識向上意識向上のののの為為為為のののの啓発活動啓発活動啓発活動啓発活動

規制緩和規制緩和規制緩和規制緩和

環境環境環境環境ビジネスビジネスビジネスビジネスのののの客観的評価制度客観的評価制度客観的評価制度客観的評価制度のののの確立確立確立確立

新新新新たなたなたなたな市場市場市場市場づくりづくりづくりづくり

環境環境環境環境ビジネスビジネスビジネスビジネスのののの為為為為ののののネットワークネットワークネットワークネットワークづくりづくりづくりづくり

低利融資等低利融資等低利融資等低利融資等のののの融資制度融資制度融資制度融資制度のののの拡充拡充拡充拡充

環境環境環境環境ビジネスビジネスビジネスビジネスにににに関関関関するするするする相談窓口相談窓口相談窓口相談窓口のののの設置設置設置設置

そのそのそのその他他他他

回答回答回答回答なしなしなしなし

N=2 ,2 6 8N=2 ,2 6 8N=2 ,2 6 8N=2 ,2 6 8
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（（（（７７７７））））地球温暖化防止対策地球温暖化防止対策地球温暖化防止対策地球温暖化防止対策についてについてについてについて                                                                                                                                    

①①①①    地球温暖化防止対地球温暖化防止対地球温暖化防止対地球温暖化防止対策策策策のののの位置付位置付位置付位置付けけけけ    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版８８８８－－－－１１１１<P.10<P.10<P.10<P.107777>>>>】】】】    

地球温暖化防止対策の位置付けに

ついては、「方針を定め、取組を行っ

ている」が 54.6％と最も高い。また、

「方針は定めていないが、取組は行っ

ている」の33.5％と合わせると、全体

の9割近くの企業で地球温暖化に対し

て何らかの取り組みを行っているこ

とになる（図23）。 

 

 

 

②②②②    環境税環境税環境税環境税のののの導入導入導入導入についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版８８８８－－－－３３３３<P.117<P.117<P.117<P.117>>>>】】】】    

地球温暖化防止のための環境税の

導入については、「賛成」が 7.0％で

あり、「内容次第ではあるがどちらか

といえば賛成」の33.6%と合わせると、

4 割以上の企業が環境税の導入につい

て賛成している。一方、「どちらかと

いえば反対」と「反対」も合わせて

36.9％となっている。 

また、「わからない」との回答も 2

割近くある（図24）。 

 

③③③③    環境環境環境環境税税税税のののの使途使途使途使途にににについてついてついてついて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版８８８８－－－－６６６６<P.132<P.132<P.132<P.132>>>>】】】】    

環境税を導入した場合の税収の使

われ方については、「温暖化防止対策

のために使うべき」との回答が最も高

く61.0％であり、次いで「省エネルギ

ー投資の促進のために使うべき」の

17.8％となっている。また、「一般財

源」や「減税」は1割未満と低い（図

25）。 

 

 

 

 

 

 

 

7 .17 .17 .17 .1

7 .37 .37 .37 .3

33 .633 .633 .633 .6 25 .825 .825 .825 .8 11 .111 .111 .111 .17 .07 .07 .07 .0

31 .831 .831 .831 .8

30 .530 .530 .530 .5

26 .526 .526 .526 .5

2 7 .82 7 .82 7 .82 7 .8 13 .613 .613 .613 .6

13 .213 .213 .213 .2

1 7 .21 7 .21 7 .21 7 .2

1 8 .31 8 .31 8 .31 8 .3

19 .319 .319 .319 .3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=2 ,81 9 )(N=2 ,81 9 )(N=2 ,81 9 )(N=2 ,81 9 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=2 ,77 4 )(N=2 ,77 4 )(N=2 ,77 4 )(N=2 ,77 4 )

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度
(N=2 ,69 1 )(N=2 ,69 1 )(N=2 ,69 1 )(N=2 ,69 1 )

賛成賛成賛成賛成 どちらかといえばどちらかといえばどちらかといえばどちらかといえば賛成賛成賛成賛成 どちらかといえばどちらかといえばどちらかといえばどちらかといえば反対反対反対反対

反対反対反対反対 わからないわからないわからないわからない そのそのそのその他他他他

回答回答回答回答なしなしなしなし

55 .055 .055 .055 .0

51 .451 .451 .451 .4

1 .51 .51 .51 .5 3 3 .53 3 .53 3 .53 3 .5 1 0 .11 0 .11 0 .11 0 .154 .654 .654 .654 .6

1 .61 .61 .61 .6

2 .32 .32 .32 .3

33 .033 .033 .033 .0

33 .133 .133 .133 .1 12 .012 .012 .012 .0

9 .79 .79 .79 .7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=2 ,81 9 )(N=2 ,81 9 )(N=2 ,81 9 )(N=2 ,81 9 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=2 ,77 4 )(N=2 ,77 4 )(N=2 ,77 4 )(N=2 ,77 4 )

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度
(N=2 ,69 1 )(N=2 ,69 1 )(N=2 ,69 1 )(N=2 ,69 1 )

方針方針方針方針をををを定定定定めめめめ、、、、取組取組取組取組をををを行行行行っているっているっているっている 方針方針方針方針はははは定定定定めているがめているがめているがめているが、、、、取組取組取組取組はははは行行行行っていないっていないっていないっていない

方針方針方針方針はははは定定定定めていないがめていないがめていないがめていないが、、、、取組取組取組取組はははは行行行行っているっているっているっている 方針方針方針方針はははは定定定定めておらずめておらずめておらずめておらず、、、、取組取組取組取組もももも行行行行っていないっていないっていないっていない

回答回答回答回答なしなしなしなし

図図図図２３２３２３２３：：：：地球温暖化防止地球温暖化防止地球温暖化防止地球温暖化防止へのへのへのへの取組取組取組取組にににに対対対対するするするする位置付位置付位置付位置付けけけけ 

図図図図２４２４２４２４：：：：環境税環境税環境税環境税のののの導入導入導入導入についてについてについてについて    

図図図図２５２５２５２５：：：：環境税環境税環境税環境税のののの使途使途使途使途についてについてについてについて    

2 .32 .32 .32 .3

3 .33 .33 .33 .3

61 .061 .061 .061 .0 17 .817 .817 .817 .8 3 .33 .33 .33 .3 5 .95 .95 .95 .9

5 .75 .75 .75 .7

4 .04 .04 .04 .0

65 .065 .065 .065 .0

63 .463 .463 .463 .4

19 .919 .919 .919 .9

16 .916 .916 .916 .9 3 .03 .03 .03 .0

4 .84 .84 .84 .8

4 .34 .34 .34 .3

5 .15 .15 .15 .1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成平成平成平成19191 91 9年度年度年度年度
(N=2 ,819 )(N=2 ,819 )(N=2 ,819 )(N=2 ,819 )

平成平成平成平成18181 81 8年度年度年度年度
(N=2 ,774 )(N=2 ,774 )(N=2 ,774 )(N=2 ,774 )

平成平成平成平成17171 71 7年度年度年度年度
(N=2 ,691 )(N=2 ,691 )(N=2 ,691 )(N=2 ,691 )

一般財源一般財源一般財源一般財源 温暖化対策温暖化対策温暖化対策温暖化対策

省省省省エネエネエネエネ投資投資投資投資のののの促進促進促進促進 減税等減税等減税等減税等

導入導入導入導入にはにはにはには反対反対反対反対（（（（平成平成平成平成18181818年度年度年度年度よりよりよりより新設新設新設新設）））） わからないわからないわからないわからない（（（（平成平成平成平成18181818年度年度年度年度よりよりよりより新設新設新設新設））））

そのそのそのその他他他他 回答回答回答回答なしなしなしなし
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④④④④    国内排出量取引制度国内排出量取引制度国内排出量取引制度国内排出量取引制度のののの導入導入導入導入についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版８８８８－－－－７７７７<P.1<P.1<P.1<P.137373737>>>>】】】】    

国内排出量取引制度については、

「導入に賛成」と回答した企業等が

4.7％、「内容次第ではあるが導入に

賛成」が34.7％と、昨年に比べて若干

減少している。一方、「内容次第では

あるが反対」と「反対」が合わせて

19.9％であり、昨年より増加している。 

一方、「賛成でも反対でもない」と

回答した企業等も 37.8％あった（図

26）。    

    

    

（（（（８８８８））））生物多様性生物多様性生物多様性生物多様性のののの保全保全保全保全についてについてについてについて                                                                                                                                            

①①①①    生生生生物多様性物多様性物多様性物多様性のののの保全保全保全保全へのへのへのへの取組取組取組取組とととと企業活動企業活動企業活動企業活動のありのありのありのあり方方方方についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版９９９９－－－－１１１１<P.152<P.152<P.152<P.152>>>>】】】】    

生物多様性の保全への取組につい

ては、「企業活動と大いに関係あり、

重要視している」が 13.0%と昨年より

2％増加している。「企業活動と関連

はあるが、重要視していない」が11.0%

であり、「生物多様性は重要であるが、

関連性は低い」が 71.4%と多くを占め

ている。（図27） 

 

 

 

②②②②    事業活動事業活動事業活動事業活動におけるにおけるにおけるにおける生物多様性保全取組生物多様性保全取組生物多様性保全取組生物多様性保全取組のののの状況状況状況状況についてについてについてについて    【【【【詳細版詳細版詳細版詳細版９９９９－－－－２２２２<P.157<P.157<P.157<P.157>>>>】】】】    

生物多様性保全の取組について、

「方針を定め取り組みを行っている」

と回答した企業は 4.2％であり、「方

針は定めていないが、取組は行ってい

る」の12.5％と合わせて、取り組みを

行っている企業は16.7％である。一方、

「方針は定めているが取組は行って

いない」の 2.9％と「方針は定めてお

らず、取組も行っていない」の79.3％

を合わせると、約8割の企業で取り組

みを行っていないことが分かる（図

28）。 

 

3 .43 .43 .43 .4

12 .512 .512 .512 .5 2 .92 .92 .92 .9 7 9 .37 9 .37 9 .37 9 .34 .24 .24 .24 .2

11 .511 .511 .511 .5 3 .83 .83 .83 .8 79 .179 .179 .179 .1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=2 ,8 19 )(N=2 ,8 19 )(N=2 ,8 19 )(N=2 ,8 19 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=2 ,7 74 )(N=2 ,7 74 )(N=2 ,7 74 )(N=2 ,7 74 )

方針方針方針方針をををを定定定定めめめめ、、、、取組取組取組取組をををを行行行行っているっているっているっている
方針方針方針方針はははは定定定定めていないがめていないがめていないがめていないが、、、、取組取組取組取組はははは行行行行っているっているっているっている
方針方針方針方針をををを定定定定めているがめているがめているがめているが、、、、取組取組取組取組はははは行行行行っていないっていないっていないっていない
方針方針方針方針はははは定定定定めておらずめておらずめておらずめておらず、、、、取組取組取組取組もももも行行行行っていないっていないっていないっていない
回答回答回答回答なしなしなしなし

11 .01 1 .01 1 .01 1 .0

1 1 .01 1 .01 1 .01 1 .0 7 1 .47 1 .47 1 .47 1 .4 3 .43 .43 .43 .41 3 .01 3 .01 3 .01 3 .0

10 .010 .010 .010 .0 7 3 .57 3 .57 3 .57 3 .5 2 .82 .82 .82 .8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=2 ,8 19 )(N=2 ,8 1 9 )(N=2 ,8 1 9 )(N=2 ,8 1 9 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=2 ,7 74 )(N=2 ,7 7 4 )(N=2 ,7 7 4 )(N=2 ,7 7 4 )

企業活動企業活動企業活動企業活動とととと関連関連関連関連ありありありあり、、、、重要視重要視重要視重要視
企業活動企業活動企業活動企業活動とととと関連関連関連関連あるがあるがあるがあるが、、、、重要視重要視重要視重要視していないしていないしていないしていない
関連性関連性関連性関連性はははは低低低低いいいい
そのそのそのその他他他他
回答回答回答回答なしなしなしなし

6 .56 .56 .56 .5

5 .85 .85 .85 .8

34 .734 .734 .734 .7 11 .911 .911 .911 .9 8 .08 .08 .08 .04 .74 .74 .74 .7

34 .834 .834 .834 .8

35 .435 .435 .435 .4

8 .78 .78 .78 .7

7 .27 .27 .27 .2 5 .15 .15 .15 .1

6 .86 .86 .86 .8

41 .241 .241 .241 .2

39 .839 .839 .839 .8

3 7 .83 7 .83 7 .83 7 .8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度
(N=2 ,8 19 )(N=2 ,8 19 )(N=2 ,8 19 )(N=2 ,8 19 )

平成平成平成平成18181818年度年度年度年度
(N=2 ,7 74 )(N=2 ,7 74 )(N=2 ,7 74 )(N=2 ,7 74 )

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度
(N=2 ,6 91 )(N=2 ,6 91 )(N=2 ,6 91 )(N=2 ,6 91 )

導入導入導入導入にににに賛成賛成賛成賛成 内容次第内容次第内容次第内容次第ではあるがではあるがではあるがではあるが導入導入導入導入にににに賛成賛成賛成賛成
内容次第内容次第内容次第内容次第ではあるがではあるがではあるがではあるが導入導入導入導入にににに反対反対反対反対 導入導入導入導入にににに反対反対反対反対
賛成賛成賛成賛成でもでもでもでも反対反対反対反対でもないでもないでもないでもない そのそのそのその他他他他
回答回答回答回答なしなしなしなし

図図図図２６２６２６２６：：：：国内排出量取引制度国内排出量取引制度国内排出量取引制度国内排出量取引制度のののの導入導入導入導入についてについてについてについて 

図図図図２７２７２７２７：：：：生物多様性生物多様性生物多様性生物多様性のののの保全保全保全保全へのへのへのへの取組取組取組取組とととと企業活企業活企業活企業活動動動動のありのありのありのあり方方方方 

図図図図２８２８２８２８：：：：生物多様性保全生物多様性保全生物多様性保全生物多様性保全へのへのへのへの取組状況取組状況取組状況取組状況    
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